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（EEG）は 2000年の成立後、2004年、2009年、2012年、そして 2014年に制度変更が行われている。 
 まず、指摘しておかなければならないのは、ドイツは固定価格買取制度（すなわち最初の 1991年の電力供給
法（EFL））が導入されて、約 15年の歴史があることである。昨年度に SFRで助成を受けた調査を行ったカナダ
のオンタリオ州では実質的な固定価格買取制度導入は 2009 年であり、それ以前の 2006 年から導入されていた
RESOP の期間を含めても 10 年にも満たない。また、日本について言えば、住宅用太陽光の余剰電力買取制度が
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よびパネル討論でドイツの現状と KfW やシュタットベルケの役割について言及）  
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